
（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 246,679,979 ※ 固定負債 120,863,354

有形固定資産 235,313,083 地方債等 87,561,682
事業用資産 96,962,078 ※ 退職手当引当金 6,795,587

土地 42,630,303 その他 26,506,085
立木竹 866,254 流動負債 24,621,862 ※

建物 82,642,386 1年内償還予定地方債等 7,514,060
建物減価償却累計額 △ 46,996,529 未払金 875,727
工作物 30,315,984 未払費用 21,160
工作物減価償却累計額 △ 15,515,270 前受金 14,495,104
船舶 139,283 賞与等引当金 631,724
船舶減価償却累計額 △ 139,282 預り金 292,921
建設仮勘定 3,018,951 その他 791,165

インフラ資産 135,518,355 ※ 145,485,216
土地 21,271,721 【純資産の部】
建物 4,473,845 固定資産等形成分 249,019,896
建物減価償却累計額 △ 1,113,157 余剰分（不足分） △ 134,610,208
工作物 183,014,511 他団体出資等分 403,549
工作物減価償却累計額 △ 74,983,592
建設仮勘定 2,855,026

物品 8,109,039
物品減価償却累計額 △ 5,276,389

無形固定資産 203,285 ※

ソフトウェア 197,062
その他 6,224

投資その他の資産 11,163,610 ※

投資及び出資金 1,414,359
有価証券 162,761
出資金 1,251,598

長期延滞債権 753,537
長期貸付金 757,764
基金 8,295,623 ※

減債基金 1,173,400
その他 7,122,223

その他 13,838
徴収不能引当金 △ 71,512

流動資産 13,618,474 ※

現金預金 9,916,848
未収金 896,689
短期貸付金 115,584
基金 2,224,333

財政調整基金 1,754,333
減債基金 470,000

棚卸資産 464,040
その他 5,506
徴収不能引当金 △ 4,525 114,813,237

260,298,452 ※ 260,298,452 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

資産合計 負債及び純資産合計

負債合計

純資産合計

連結貸借対照表
（令和４年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



（単位：千円）

経常費用 298,546,121 ※

業務費用 42,047,266
人件費 10,000,106 ※

職員給与費 8,577,272
賞与等引当金繰入額 98,773
退職手当引当金繰入額 3,252
その他 1,320,810

物件費等 20,877,713
物件費 11,694,638
維持補修費 863,449
減価償却費 7,919,264
その他 400,362

その他の業務費用 11,169,447
支払利息 767,628
徴収不能引当金繰入額 22,394
その他 10,379,425

移転費用 256,498,854
補助金等 243,639,276
社会保障給付 8,909,911
他会計への繰出金 3,789,895
その他 159,772

経常収益 9,029,235 ※

使用料及び手数料 3,706,834
その他 5,322,402

純経常行政コスト △ 289,516,885 ※

臨時損失 166,380
災害復旧事業費 122,484
資産除売却損 11,182
その他 32,714

臨時利益 3,231
その他 3,231

純行政コスト △ 289,680,035 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結行政コスト計算書
自　令和３年４月１日　

至　令和４年３月３１日

科目 金額



（単位：千円）

前年度末純資産残高 110,325,968 ※ 247,640,538 △ 137,718,119 403,549

純行政コスト（△） △ 289,680,035 △ 289,680,035 0

財源 281,248,603 281,248,603 0

税収等 158,579,243 158,579,243 0

国県等補助金 122,669,360 122,669,360 0

本年度差額 △ 8,431,432 △ 8,431,432 0

固定資産等の変動（内部変動） 1,531,084 △ 1,531,084

有形固定資産等の増加 11,715,927 △ 11,715,927

有形固定資産等の減少 △ 11,858,531 11,858,531

貸付金・基金等の増加 3,650,349 △ 3,650,349

貸付金・基金等の減少 △ 1,976,661 1,976,661

資産評価差額 2,315 2,315

無償所管換等 131,846 131,846

比例連結割合変更に伴う差額 12,820,639 △ 280,347 13,100,986

その他 △ 36,099 △ 5,541 △ 30,558

本年度純資産変動額 4,487,268 ※ 1,379,358 ※ 3,107,911 ※ 0

本年度末純資産残高 114,813,237 ※ 249,019,896 △ 134,610,208 403,549

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結純資産変動計算書
自　令和３年４月１日　

至　令和４年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 291,419,721

業務費用支出 34,920,867 ※

人件費支出 10,131,329
物件費等支出 14,208,521
支払利息支出 767,628
その他の支出 9,813,388

移転費用支出 256,498,854
補助金等支出 243,639,276
社会保障給付支出 8,909,911
他会計への繰出支出 3,789,895
その他の支出 159,772

業務収入 287,579,679
税収等収入 158,361,567
国県等補助金収入 121,189,001
使用料及び手数料収入 3,780,779
その他の収入 4,248,332

臨時支出 161,614
災害復旧事業費支出 123,925
その他の支出 37,689

臨時収入 616,392
業務活動収支 △ 3,385,264
【投資活動収支】

投資活動支出 11,716,709
公共施設等整備費支出 7,601,582
基金積立金支出 3,010,135
投資及び出資金支出 280,000
貸付金支出 824,992

投資活動収入 4,877,169
国県等補助金収入 1,751,511
基金取崩収入 1,804,770
貸付金元金回収収入 908,758
資産売却収入 139,659
その他の収入 272,471

投資活動収支 △ 6,839,541 ※

【財務活動収支】
財務活動支出 7,384,294 ※

地方債等償還支出 7,350,496
その他の支出 33,799

財務活動収入 7,302,775
地方債等発行収入 7,232,374
その他の収入 70,401

財務活動収支 △ 81,519
△ 10,306,325 ※

7,471,842
12,433,295
9,598,813 ※

前年度末歳計外現金残高 321,660
本年度歳計外現金増減額 △ 3,625
本年度末歳計外現金残高 318,035
本年度末現金預金残高 9,916,848

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
比例連結割合変更に伴う差額
本年度末資金残高

連結資金収支計算書
自　令和３年４月１日　
至　令和４年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



１．重要な会計方針
有形固定資産等の評価基準及び評価方法

　原則として、昭和59年度以前取得分については「再調達原価」にて評価を行い、昭和60
年度以降取得分については「取得原価」により評価しています。ただし、開始時における
有形固定資産については、昭和60年度以降取得分であっても取得原価が不明なものは再調
達原価としています。
　道路・河川及び水路の敷地のうち、取得原価が不明なものは備忘価額１円としていま
す。
　道路の敷地の一部については、路線単位で資産を計上しています。
　地方公営企業が適用される会計については、地方公営企業会計基準によっています。
　その他、有形固定資産等の評価基準及び評価方法等については、統一的な基準による地
方公会計マニュアルに準じて行っています。

有価証券等の評価基準及び評価方法
 　市場価格のある有価証券等については、基準日時点における市場価格により評価して
います。
　市場価格のない有価証券等については、出資金額等により評価しています。ただし、実
質価格が著しく低下した場合には、相当の減額を行うものとしています。

有形固定資産等の減価償却の方法
 　有形固定資産及び無形固定資産については、定額法を採用しています。

引当金の計上基準及び算定方法
 ・徴収不能引当金
　過去５年間の平均不納欠損率により計上しています。
・賞与引当金
　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見
込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。
・退職手当引当金
　地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従って
います。

リース取引の処理方法
 　ファイナンス・リース取引については通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に
よっています。

連結資金収支計算書における資金の範囲
 　地方自治法第２３５条の４第１項に規定する歳入歳出に属する現金としています。

採用した消費税等の会計処理

連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合は、当該決算日及び連結のため当該
連結対象団体（会計）について特に行った処理の概要

その他連結財務書類作成のための基本となる重要な事項

２．重要な会計方針の変更等
会計処理の原則または手続を変更した場合には、その旨、変更の理由及び当該変更が連結財務
書類に与えている影響の内容

表示方法を変更した場合には、その旨

連結資金収支計算書における資金の範囲を変更した場合には、その旨、変更の理由及び当該変
更が連結資金収支計算書に与えている影響の内容

３．重要な後発事象
主要な業務の改廃

組織・機構の大幅な変更

地方財政制度の大幅な改正

重大な災害等の発生

その他重要な後発事象



４．偶発債務
保証債務及び損失補償債務負担の状況（総額、確定債務額及び履行すべき額が確定していない
ものの内訳（連結貸借対照表計上額及び未計上額））

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの

その他主要な偶発債務

５．追加情報
連結対象団体（会計）の一覧、連結の方法（比例連結の場合は比例連結割合を含みます。）及
び連結対象と判断した理由

　連結財務書類の対象範囲は次のとおりです。
一般会計、住宅新築資金等貸付事業特別会計、平尾墓園事業特別会計
水道事業会計、工業用水道事業会計、公共下水道事業会計、港務局会計、渡海船事業特別
会計、国民健康保険事業特別会計、介護保険事業特別会計、後期高齢者医療事業特別会
計、工業用地造成事業特別会計
　新居浜市土地開発公社、愛媛県地方税滞納整理機構、愛媛県後期高齢者医療広域連合、
株式会社マイントピア別子、有限会社別子木材センター、公益財団法人えひめ東予産業創
造センター、公益財団法人新居浜文化体育振興事業団を連結対象としています。
　なお、愛媛県地方税滞納整理機構、愛媛県後期高齢者医療広域連合は出資比率に応じて
連結しています。
一般会計等 一般会計 ： 全部連結
一般会計等 住宅新築資金等貸付事業特別会計 ： 全部連結
一般会計等 平尾墓園事業特別会計 ： 全部連結
公営企業会計 上水道事業会計 ： 全部連結
公営企業会計 工業用水道事業会計 ： 全部連結
公営企業会計 公共下水道事業特別会計 ： 全部連結
公営企業会計 港務局会計 ： 全部連結
その他 渡海船事業特別会計 ： 全部連結
その他 国民健康保険事業特別会計 ： 全部連結
その他 介護保険事業特別会計 ： 全部連結
その他 後期高齢者医療事業特別会計 ： 全部連結
その他 工業用地造成事業特別会計 ： 全部連結
一部事務組合及び広域連合 愛媛地方税滞納整理機構 ： 比例連結（7.6％）
一部事務組合及び広域連合 愛媛県後期高齢者医療広域連合 ： 比例連結（8.9％）
地方三公社 土地開発公社 ： 全部連結
第三セクター 公益財団法人　新居浜市文化体育振興事業団 ： 全部連結
第三セクター 公益財団法人　えひめ東予産業創造センター ： 全部連結
第三セクター 株式会社　マイントピア別子 ： 全部連結
第三セクター 株式会社　別子木材センター ： 全部連結

出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨（根拠条文を含みます。）及び出納
整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としている
旨、出納整理期間が異なる連結対象団体（会計）がある場合は当該団体（会計）の一覧と修正
の仕方

  　財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間を設けられ
ている団体（会計）においては、出納整理期間における現金の受け払い等を終了した後の
計数をもって会計年度末の計数としております。（地方自治法第235条の5「普通地方公共
団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する」）

表示単位未満の金額は四捨五入することとしているが、四捨五入により合計金額に齟齬が生じ
る場合は、その旨

 　表示単位未満の金額は四捨五入することとしておりますが、四捨五入により合計金額
に齟齬が生じる場合があります。

その他連結財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

連結貸借対照表に係るものとして、減価償却について直接法を採用した場合、当該各有形固定
資産の科目別または一括による減価償却累計額

事業用資産／建物 ： 46,996,529,257円
事業用資産／工作物 ： 15,515,269,871円
事業用資産／船舶 ： 139,282,499円
事業用資産／浮標等 ： 0円
事業用資産／航空機 ： 0円
事業用資産／その他 ： 0円



インフラ資産／建物 ： 1,113,156,604円
インフラ資産／工作物 ： 74,983,592,167円
インフラ資産／その他 ： 0円
物品 ： 5,276,389,465円


